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１ 　はじめに

　わが国の社会経済環境は、少子・高
齢化の進行、社会経済の成熟化、価値
観・生活様式の多様化、地球環境問題
の顕在化および情報化社会の進展等、
大きく変化している。
　こうした状況の中、豊田市では、交
通渋滞、交通事故、中心市街地の衰退
等の課題に加え、深刻化している少
子・高齢化（図１）、公共交通の衰
退、環境負荷の増大といった課題に対
応するため、ITS 技術を活用した総合
的な交通施策や公共交通の新たな活性
化施策を実施してきた。
　本稿は、豊田市における ITS 技術
を活用した公共交通対策、および新た
な施策として実施している「地上デジ
タル放送を活用したデマンドバスの取
り組み」について紹介するものであ
る。

２ 豊田市の交通まちづくりの
取り組み

（１）交通まちづくりの取り組み

①　現状と課題

　現在、地方の公共交通は、少子・高
齢化や過疎化等により利用減少が進
み、路線バス等の廃止がみられる。ま
た、こうした公共交通の衰退が更なる
地域の過疎化をもたらしている。
　豊田市でも例外ではなく、平成13年
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図２　豊田市の公共交通利用率
出典：第４回中京都市圏パーソントリップ調査（平成13年）

図１　豊田市の高齢化率
出典：豊田市公共交通基本計画（平成19年）

出典：名古屋鉄道株式会社資料
図３　豊田市のバス路線の変遷
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度の利用交通手段をみると、自動車分
担率は70％以上と高くなっている一方
で、鉄道やバス等の公共交通分担率は
約７％（バスは0.4％）と低く、年々減
少傾向にある（図２）。また、平成13年
のバス路線延長は25年前（昭和55年）の
約1/4にまで減少している（図３）。そ
の他、平成17年度の市民意識調査で
は、「鉄道・バスなどの公共交通対
策」が最も重要度が高いと認識されて
いるものの、その満足度は最も低い状
況にある（図４）。こうした、「過度な
自動車依存や公共交通利用の減少」、
「公共交通サービスの低下」および
「公共交通サービス向上に対する期
待」への対応が今後の大きな課題と
なっている。
②　将来交通計画の策定

　豊田市では、こうした交通課題に対
応するため、平成６年から道路整備等
のハード対策と合わせ、TDM 施策等
のソフト対策を実施している。また、
平成11年には「豊田都市圏交通円滑化
総合計画」を策定し、総合的な交通対
策を進めており、同年には「ITS モデ
ル地区」の指定を受けた。さらに、平
成16年には、「豊田地域 ITS 計画」を
策定するとともに、ITS 世界会議愛
知・名古屋2004において ITS の先進
的な取り組みを紹介している。
　平成17年には「EST（環境的に持続
可能な交通）モデル事業地域」の指定
を受け、渋滞対策や公共交通対策等の
様々な取り組みを実施しており、また、
同年には「かしこい交通社会」を目指す
理念のもと、豊田市の各種交通施策を
横断的に連携・統合化した「交通まち
づくりビジョン2025」を策定した。ま
た、本ビジョンと合わせ、当面の５年間
の施策展開を目指す「交通まちづくり
行動計画」を策定するとともに、具体的
な数値目標を設定し、社会実験等を実
施しながら今日まで新たな交通施策を
着実に実施している（図５、図６）。
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図４　豊田市の施策別重要度・満足度
出典：市民意識調査（平成17年）

　第７次豊田市総合計画等の上位計画
豊田市の将来都市像

↓

豊田市の将来都市像を支える交通基盤
道路交通ネットワーク 公共交通ネットワーク

広域交通ネットワーク

道路交通ネットワーク 公共交通ネットワーク

広域交通ネットワーク

　豊田市交通まちづくりビジョン2025
　　　⑴　交通まちづくりにおける基本理念と基本目標の設定
　　　⑵　交通まちづくりの目標実現に向けた基本方針（手段）
　　　⑶　豊田市交通まちづくりの実現に向けた取り組み方針

　豊田市交通まちづくり行動計画
　　⇒豊田市交通まちづくりビジョン2025の理念、方針を受けた具体的な短期施策展開計画

↓

↓

図５ 豊田市交通まちづくりビジョン2025の策定
出典：豊田市交通まちづくりビション2025（平成17年）

2010年目標 2025年目標

渋滞 ◆朝のマイカー通勤時間を現状から
　　４割短縮

◆朝のマイカー通勤時間を現状の
　　1/2に短縮

公共交通 ◆バスの利用者を現状の
　　1.5倍まで増加

◆公共交通の利用者を現状の
　　2倍まで増加

中心市街
地活性化

◆中心市街地への来訪者を10％増加
◆中心市街地居住人口を５％増加

◆中心市街地への来訪者を30％増加
◆中心市街地居住人口を30％増加

交通事故 ◆交通事故（死傷事故）を 20％削減 ◆交通事故（死傷事故）を 1/2に削減

交流 ◆観光入り込み客数のさらなる増加
(1,200万人以上）

◆観光入り込み客数のさらなる増加
　　（1,500万人以上）

環境 ◆二酸化炭素排出量を15％削減 ◆二酸化炭素排出量を20％以上削減

図６ 豊田市交通まちづくりビジョン2025の目標
出典：豊田市交通まちづくりビション2025（平成17年）
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（２�）交通まちづくりにおける ITS

施策の取り組み

①　ITS 施策の概要

　豊田市の交通まちづくりにおける
ITS の取り組みは、大きく「A. 渋滞
解消施策」、「B. 公共交通利用促進施
策」、「C. 中心市街地の活性化施策」、
「D. 交流促進施策」、「E. 交通事故の
削減施策」の５つに分類することがで
きる。このうち、「B. 公共交通利用促
進施策」では、バスのリアルタイム運
行情報の提供や定時性確保支援、デマ
ンドバスの運行等の取り組みが挙げら
れている（図７）。
②�　公共交通の利用促進に向けた ITS

による支援

　上記の公共交通の利用促進に向けた
短期的な取り組みとして、「STAR ☆
T21－Ⅲ（2008～2010年度推進計画）」）
を策定し、ITS による「デマンドバ
ス」や「バスロケーションシステム」
等の支援を行っている（図８）。

A.　渋滞解消

　ETC の活用場面の拡大・信号制御の高度化・VICS による最適経路情報の提供などによ
り、利用者の円滑な自動車移動をできるようなシステムの導入を図る。

B.　公共交通利用促進

　リアルタイムの運行情報の提供やバスの定時性確保支援、デマンドバスの運行などによ
り、自動車利用から公共交通への転換が促進されるような施策の充実を図る。

C.　中心市街地の活性化

　中心市街地へのアクセス性の向上及び中心市街地におけるモビリティを向上させること
で、現在の中心市街地が抱えるバリアを解消するためのシステムの導入を図る。

D.　交流促進

　観光地情報の提供や広域交通情報の提供などにより、地域のおもてなしの向上、アクセ
ス交通の利便性向上により、活発な地域間交流が起こる施策の展開を図る。

E.　交通事故の削減

　ドライバーの安全運転支援や交通事故に関する情報提供の拡充等により、ドライバーの
判断ミスによる交通事故の削減を図るためのシステムの導入を図る。

図７　交通まちづくりにおける ITS 施策の概要
出典：豊田市交通まちづくり行動計画（平成17年）

公共交通サービスレベルの向上
・公共交通の多頻度運行
・公共交通施設近傍の駐車場整備

公共交通サービスレベルの向上
・公共交通の多頻度運行
・公共交通施設近傍の駐車場整備

公共交通利用の促進
・案内標識、サインの充実
・乗り換え施設の整備

公共交通利用の促進
・案内標識、サインの充実
・乗り換え施設の整備

公共交通網の充実
・バス路線網の拡充
・新たな交通手段の導入

公共交通網の充実
・バス路線網の拡充
・新たな交通手段の導入

公共交通の利便性が悪い

公共交通網が不足

公共交通の利用率が低い

インターネット等によるP&R情報の提供

インターネット等による公共交通経路選択情報
の提供

ダイナミックガイダンスとP&R

ICカードを用いた小型自動車共同利用システム

デマンドバス

インターネット等によるバス路線、バス時刻情
報の提供

課 題 対 応 策 案 ITSによる支援

バスロケーションシステム

公共交通優先信号制御（PTPS）

新たな交通システムの導入（自動運転等）

中山間地域のデマンドバス

ICカードの導入と各交通モードの連携

図８　公共交通の利用促進に向けた ITS による支援
出典：豊田市における ITS の取り組み～ STAR ☆ T21－Ⅲ（平成18年）
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（３�）公共交通の利用促進に向けた取

り組み

①�　「豊田市公共交通基本計画」の基

本方針

　豊田市では、前記の将来計画のほ
か、平成19年に公共交通利用促進に向
けた具体的な取り組みを示す「豊田市
公共交通基本計画」を策定している。
これは、中部地方交通審議会答申で策
定された「中部圏における今後の公共
交通施策のあり方」（平成17年３月）
に基づき、同年に７市町村が合併した
新しい豊田市の公共交通の今後のあり
方を示すものである。
　本計画は、「利便性の高い公共交通
ネットワークの構築」を目的とし、こ
の実現のために「鉄道」、「基幹バ
ス」、「地域バス等」、「交通結節点」、
「利用促進策」の５つの基本方針を定
め、これらを連携することで、状況に
応じた公共交通ネットワークの構築お
よび使いやすい公共交通サービスの展
開を目指している（図９）。
②　将来公共交通ネットワーク計画

　将来の公共交通ネットワークでは、
地域ごとの特性に応じた都市機能や生
活機能を集約・高度化していく「核」
を設定し、これを公共交通で連結する
ものとしている（図10）。この公共交
通のバス路線が「基幹バス」であり、
都心・駅・支所等を相互に連絡するも
のとして位置づけられている。また、
「地域バス等」は、地域（コミュニ
ティ）内を運行し、交通結節点に連絡
する公共交通として位置づけられ、地
域の実情に応じ、また地域が主体とな
り、デマンドバス等の公共交通を運
営・展開している。

図９　豊田市公共交通基本計画の基本方針標
出典：豊田市公共交通基本計画（平成19年）

図10　豊田市将来公共交通ネットワーク
出典：豊田市公共交通基本計画（平成19年）

平成17年

平成22年
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３ 豊田市のデマンドバスへの 
取り組み

（１）デマンドバスの運行形態

　一般的なデマンドバスの運行形態と
して、主に次の３つのタイプに整理で
きる（図11）。
①�　「タイプⅠ：時刻固定、路線迂回

型」

　この形態は、主要なバス路線と時刻
表が事前に決定されており、利用者か
ら予約がある場合のみ運行するもので
ある。利用者側の利点は、時間が固定
されているため、概ね時間通りに目的
地に到着することである。一方、欠点
は、迂回により所要時間が長くなる可
能性や、予約状況によって乗車できな
い可能性があることである。また、事
業者側の利点は、利用者が不在の場合
にバスを運行する必要がないため効率
的な運行が可能なことである。
②�　「タイプⅡ：時刻固定、路線非固

定型」

　この形態は、起終点のバス停および
時刻表が事前に決定されており、利用
者の予約に応じて運行するものであ
る。利用者側の利点は、概ね目的地に
時間通りに到着すること、また、予約
に応じてルートを変更するため、出発
地や目的地の近くで乗降が可能である
ことである。一方、欠点は、迂回によ
り所要時間が長くなる可能性や、予約
状況によって乗車できない可能性があ
ることである。また、事業者側の利点
は、利用者が不在の場合にバスを運行
する必要がないことであり、欠点は、
路線が固定されていないため運行経路
が複雑になることである。
③�　「タイプⅢ：時刻非固定、路線非

固定型」

　この形態は、事前に決められた時刻
や路線がなく、利用者の予約に応じた
運行するものである（タクシータイ
プ）。利用者側の利点は、乗りたい時
にいつでも出発地や目的地の近隣で乗

2006年７月 つくばねコース・鞍ケ池コースの両線で福祉バスのデマンド運行の
社会実験実施（～2009年９月）

2006年11月 実験結果をもとに、つくばねコース・鞍ケ池コースでのデマンドバ
スを電話予約バスとして正式運行開始

2007年９月 平井地区においてデマンド運行開始

2008年６月 松平地区のともえ号の再編に伴い、デマンドシステムを導入

2008年９月 小原地域において、おばら桜バスの社会実験開始（～2009年11月）、
稲武地域バスで一部デマンド導入

2009年４月 おばら桜バス運行開始

表１　豊田市デマンドバスの導入経緯

降が可能なことである。一方、欠点
は、予約人数や目的地によって所要時
間が変動することである。また、事業
者側の利点は、利用者が不在の場合、
バスを運行する必要がないことであ
り、欠点は、時刻設定や運行経路が複
雑になることである。
（２�）豊田市のデマンドバスの取り組

み

　豊田市のデマンドバスは、地域バス
等の運行形態の一つとして、地域が主
体となり、また、各地域の実情に適し
た手法で段階的に導入されている（表
１）。
　バスの運行は、利用者が予約セン
ターへ電話予約を行い、一定地域内を
定期または不定期に乗合形式で行われ
ている。また乗降はバス停で行われ、
予約のあるバス停間を運行している。
このうち、小原地域の「おばら桜バ

ス」は、エリア内に自由に運行するフ
ルデマンド型であり、比較的広い範囲
に人口が点在し、路線設定が難しくか
つ需要が極めて少ない地域に適した方
式である。また、乗降所のバス停も工
夫しており、地域内に146カ所もの多
くのバス停を設置している。その他の
地域は、定時・定路線運行との併用で
運行している（図12、表２）。

４ 「地上デジタル放送を活用 
したデマンドバス実証実験」

（１）実証実験の概要

　こうした取り組みの中で、平成21年
には、デマンドバスの新たなサービス
展開を目標として、「地上デジタル放
送を活用したデマンドバスの実証実
験」を実施した（図13）。
　本実験は、豊田市保見地区等におい
て、これまでの電話での予約に加え、

図11　主なデマンドバスの運行形態
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名称 運行事業者 運行日 運行方法 利用者料金 乗降場所 運行車両

①つくばねバス 豊田市生活交通運行
事業協会

火・木曜日 ・８時～19時
・ 時刻表の時間帯以外は電話

予約により運行

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円

・ 地域内バス停
16カ所

ジャンボタクシー

②鞍ケ池バス 豊田市生活交通運行
事業協会

火・木曜日 ・８時～19時
・ 時刻表の時間帯以外は電話

予約により運行

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円

・ 地域内バス停
7カ所

ジャンボタクシー

③平井バス ㈱西三交通 火・金曜日 ・８時～18時
・ 始発（８時）から９時22分

まで固定ダイヤ運行
・ それ以降は電話予約バス運

行

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円

・ 地域内バス停
15カ所

ジャンボタクシー

④松平ともえバス 豊田市生活交通運行
事業協会

火・水・木・
金曜日

・７時～18時59分
・ 定時便は週１往復、そのほ

かは電話予約運行

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円

・ 地域内バス停
67カ所

ジャンボタクシー

⑤おばら桜バス 豊栄・小原・豊田中
央共同企業体

平日限定 ・６時～19時
・ フルデマンド

・誰でも利用可能
・大人100円
・小学生50円
・障害者等50円

・ 地域内バス停
146カ所

中型タクシー

表２　豊田市のデマンドの運行状況

図12　豊田市のデマンドの導入状況
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図14　地上デジタル放送を活用したデマンドバス実証実験システムの概要

各家庭の地上デジタル放送 TV から
予約が可能となるシステムを構築し、
デマンドバスの運行実験と評価を行っ
たものである。
　「電話予約」では、利用者がみちナ
ビとよた（ITS 情報センター）に連絡
し、オペレータが予約を行うが、「地
上デジタル放送 TV 予約」は、各家
庭に設置された地上デジタル放送の
TV 画面から利用者自身が操作し予約
を行う。これらの予約情報は、デマン
ドバスに設置された車載パソコンに配
信され、ドライバーがこれを確認し運
行する仕組みである（図14）。
（２）実証実験の結果

　本実験におけるデマンドバスの利用
状況を把握するため、利用者数の調査
を行った。
　実験期間（８日間）の利用人数は、
計218人（１日平均：約27人）で、多
くの利用が確認された。また、地上デ
ジタル放送 TV を利用した予約は約
27％であった（表３）。
（３）実証実験の評価

　本実験におけるシステムの利便性や
利用者意識を把握するため、利用者
（地デジ TV 予約者：約20名、電話
予約者：約40名）に対するアンケート
調査を行った。
　調査結果は以下の通りである（図
15）。
・�（A）「利用目的」は、「①買物」が

最も多い（約７割）。その他、「②通
院」や「⑤趣味・レジャー」もみら
れる

・�（B）「電話予約のし易さ」は、概ね
好意的な意見が多くみられた（「①
予約しやすい」～「③普通」で７割
以上）

・�（C）「地デジ TV 操作のし易さ」も
概ね好意的な意見が多くみられた
（「①操作し易い」～「③普通」で
９割以上）

・�（D）デマンドバスの「必要性」を

日付 総予約数 TV 予約数 利用者数（人）
２月１日 9 6 17
２月３日 16 2 33
２月８日 12 8 18
２月10日 19 4 30
２月15日 14 3 24
２月17日 16 2 26
２月22日 16 4 38
２月24日 14 2 32
合　計 116 31 218

TV 予約率 26.7％

表３　 デマンドバス利用者数調査結果

図13　地上デジタル放送を活用したデマンドバス実証実験の概要

〈地上デジタル放送を活用したデマンドバス実証実験の概要〉

■運行地域： 保見地域と浄水地域の一部　乗降はバス停のある箇所 
（設置バス停は36箇所）

■運行期間： 平成22年２月の毎週月曜、水曜 
１日（月）、３日（水）、８日（月）、10日（水）、15日（月）、17日（水）、22日（月）、 
24日（水）の８日間

■運行時間：午前７時から午後７時まで（最終乗車時間は午後６時）

■乗車料金： 無料（実験運行のため） 
※火曜日、金曜日を運行している既存の保見地域バスは100円

■予約方法： 地上デジタル放送 TV からの予約（事前申請されたモニター対象）又は、電
話による予約（保見地域全住民・電話モニター対象）

■その他　： 使用車両はタクシー車両（中型・黄色）。 
 予約は２週間先まで可能。 
当日予約は乗車時間の１時間以上前
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望む多くの意見が確認された（「①
絶対必要」、「②なるべく必要」合わ
せて概ね７割）
（４）今後の課題

　上記の通り、本デマンドバスシステ
ムの利便性は一定の評価が得られ、ま
た、その必要性についても確認され
た。
　今後は、更なるサービス向上に向け
て、以下のような課題への対応が必要
であると考えられる。
○�「利用者需要」に応じたデマンドバ

ス運行（運行台数や車両形態等）の
検討

○�「利用者ニーズ」に応じたデマンド
バス運行（利用目的・利用時間帯
等）の検討

○�「利用者行動」に合わせたデマンド
バス運行（利用場所・利用施設等）
の検討

○�「高齢者や女性」を対象とした地上
デジタル放送 TV の予約操作の簡
素化（視認性や操作性等）

○�将来の利用需要の変化や地域の状況
に対応した「最適な運行形態」の継
続的な検討

５ 「 地 上 デ ジ タ ル 放 送 を 活 用 し た 
デマンドバスシステムの将来展開」

　今後、地上デジタル放送を活用した
デマンドバスシステムの本格導入を図
る上で、標準的なシステムや他地域へ
の展開およびサービスの拡大等に向け
た検討を行った。
（１�）地上デジタル放送を活用したデ

マンドバスシステムの標準化の検

討

　今後の普及促進や汎用性の高いシス
テム構築を目指し、地上デジタル放送
を活用したデマンドバスシステムの標
準化構成について検討を行った（図
16）。
　本システムは、大きく「予約セン
ターコントロールシステム」、「放送

図16　地上デジタル放送を活用したデマンドバスの標準システム

図17　地上デジタル放送を活用したデマンドバスシステムの地域展開
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図15　実証実験での利用者アンケート調査結果
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局」、「予約端末（地上デジタル放送
TV）」、「車載端末（デマンドバス）」
によって構成され、インターネット、
電話回線、携帯電話網、地上デジタル
放送のデータ放送ケーブル TV 専用
回線等により、データの送受信が行わ
れる。
　データ情報の流れをみると、デマン
ドバスの予約や運行情報は、地上デジ
タル放送のデータ放送の一部として、
放送局より各家庭の地上デジタル放送
TV に配信される。利用者はこの予約
TV 画面において必要な情報を入力し
予約を行う。この予約情報は、地上デ
ジタル放送 TV に接続された電話回
線またはインターネット回線を経由
し、予約センターコントロールシステ
ムに配信される。一方、利用者の予約
情報に基づくデマンドバスの運行指示
情報も地上デジタル放送のデータ放送

図18　地上デジタル放送における多様なメディアの活用

の一部として、車両に搭載されたパソ
コンやカーナビに送信され、デマンド
バスの運転者は、この予約情報に従っ
てバスを運行する。また、デマンドバ
ス車両の位置情報は、GPS により定
期的に取得され、携帯電話網等を経由
して、予約センターコントロールシス
テムに配信されている。
（２�）地上デジタル放送を活用したデ

マンドバスの地域展開

　今後の他地域への展開を考慮し、デ
マンドバスの地域的な展開方策の検討
を行った（図17）。
　地域を都市部、中間部、山間部に分
類し、地上デジタル放送の到達範囲を
考慮した場合のメディアや通信手段は
以下の通りとなる。
○�「都市部」：地上デジタル放送・携

帯電話
○�中間部：地上デジタル放送・携帯電

話・ケーブル TV
○山間部：ケーブル TV
（３�）地上デジタル放送による多様な

メディアの活用

　今後の様々な情報メディアに対応し
たサービス拡大を図るため、地上デジ
タル放送による多様なメディアの活用
について検討を行った（図18）。
　一般的に、異なるメディアにデータ
配信を行う場合は、各メディア毎の配
信データの変更が必要となる。一方、
地上デジタル放送は、非常にシンプル
なデータ構造であるため、データの一
元化が容易で、共通のデータが利用可
能である。このため、各メディアにお
ける表示画面の構成情報の変更のみで
同一情報の同時配信が可能である。
　これらメディアの中で、特に「携帯
電話」は既に１億台以上も出荷されて
おり、汎用的な受信端末として非常に
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有効である。この活用により、都市部
や山間部等の地域別のサービスだけで
はなく、高齢者や障害者・外国人等の
特定個人に合わせた多様なサービスが
提供可能となる。
（４�）地上デジタル放送を活用した他

サービスとの連携

　今後の効率的かつ効果的なサービス
展開を図るため、地上デジタル放送を
活用した他サービスとの連携について
検討を行った（図19）。
　地上デジタル放送の活用により、
様々な公共交通サービスの展開が可能
となるが、今後は、デマンドバス等の
単独サービスだけではなく、例えばバ
スロケーションシステム等との連携に
よる効率的で効果的なサービス展開が
必要となる。

６ 　おわりに

　地方における少子・高齢化の進行や
公共交通の衰退、公共交通のサービス
低下等により、高齢者や身障者等の生
活移動手段の確保や公共交通空白地域
の解消等が大きな課題となっている。
デマンドバスは、これら課題への有効
な施策であり、今後ますますその重要
性が増すと考えられる。
　これからのデマンドバスサービス
は、地上デジタル放送のような新たな
メディアの活用や「いつでもどこから
でも予約可能」といった更なる利便性
向上への対応が必要である。また、よ
り一層、地域の主体的な取り組みが求
められるため、既存システムの活用や
システムの共有化等によるコストの低
減、関係機関の連携や住民協働による
施策の推進等に配慮し、更なる公共交
通サービスの向上や持続可能なサービ

ス展開が必要である。
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図19　地上デジタル放送を活用したバスロケーションシステムとの連携
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